青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金に係る
財産処分・収益納付等の取扱いについて
（青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金交付要領
第１２条及び第２５条に係る運用方針）
青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金交付要領（以下「交付要領」という。）第１２条及び第２５条については、以下のとおりの運用とする。
なお、本運用方針で使用する用語については、交付要領において使用する用語の例とする。
（財産処分の制限）
第１条　交付要領第２５条第１項に規定する取得財産等は別表１に定めるものとし、同表に定める期間は、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
２　補助事業者は、当該補助事業により取得した取得財産等について、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
３　補助事業者は、当該補助事業により取得した取得財産等について、取得財産等管理台帳（様式第１号）を備え、補助事業者の事業年度の終了後３０日以内にその写しをセンターに提出しなければならない。
４　補助事業者は、第１項に定める期間を経過する以前に当該財産を処分しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第２号）をセンターに提出し、その承認を受けなければならない。
５　センターは、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、別表１に定める方法で算定した額をセンターに納付させることができる。
（産業財産権等に関する届出）
第２条　補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権、意匠権、商標権又は著作権（以下「産業財産権等」という。）を、補助事業を実施した事業年度内又は補助事業の完了した日の属する事業年度の翌年から５年以内に出願若しくは取得した場合には、当該事業年度の終了後３０日以内に産業財産権届出書（様式第３号）をセンターに提出しなければならない。
（収益納付）
第３条　センターは、交付要領第２２条の規定に基づき提出された追跡調査報告書及び第３条の規定に基づき提出された産業財産権届出書から、補助事業の完了後、補助事業者が当該補助事業に基づく成果の事業化、産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他当該助成事業に基づく成果の他への供与による収益が生じたと認めたときは、当該補助事業者に対し、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額をセンターに納付させることができる。

別表１
財産処分の制限
	財産の種類
	財産処分制限期間
	財産処分によりセンターに納付する金額の算定方式

	原材料
（原材料により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）
	補助事業が完了した日の属する事業年度の終了後５年間
	(1) 製造した試作品売却に係る財産処分の場合
「Ｃ＝Ａ×Ｂ／Ａ」
Ａ：当該試作品製造に要した補助対象経費（原材料、外注加工及び試作開発のみ）
Ｂ：Ａに対応する当該補助金の確定額（原材料、外注加工及び試作開発のみ）
Ｃ：センターへの納付基準額
ただし、Ｃは、Ｂから事業化状況報告による収益納付の累積額を控除した金額を限度とする。
(2)(1)以外の財産処分の場合
「Ｅ＝（Ａ－Ｂ）×Ｄ／Ｃ」
Ａ：当該財産処分したことにより得た収入
ただし、目的外使用する場合の機械装置・工具器具については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づき減価償却した後の価格をもって処分したことにより得た収入とみなす。
Ｂ：補助事業の終了後に加えられた加工費、処分のための撤去費用等の費用
Ｃ：当該処分財産に係る補助事業に要した経費
Ｄ：Ｃに対応する当該補助金の確定額
Ｅ：センターへの基準納付額
ただし、Ｅは、Ｄから事業化状況報告による収益納付の累積額を控除した金額を限度とする。

	機械装置・工具器具
	補助事業が完了した日の属する事業年度の終了後５年間。
ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づく耐用年数期間が５年以上のものは、その耐用年数期間。
（耐用年数期間が５年以上の機械装置等を購入した場合は、その耐用年数期間に応じ、関係書類を整備すること）
	

	外注加工、試作開発
（外注加工、試作開発により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）
	補助事業が完了した日の属する事業年度の終了後５年間
	

	産業財産権等
	補助事業が完了した日の属する事業年度の終了後５年間
	


様式第１号
取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	単位
	数量
	単価
（円）
	金額
（円）
	取得
年月日
	保管
場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　財産名の区分　①原材料、②機械装置、③工具・器具、④外注加工、⑤産業財産権等、⑥その他
２　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
３　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。

様式第２号
番　　　　　号
年　　月　　日
公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター
理事長　　　　　　　　殿
助成事業者　　住　所
氏　名
　　年度青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業に係る
財産処分承認申請書
　　年　　月　　日付け第　　　号で補助金の交付決定を受けた青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業に関し、下記の財産を処分したいので、申請します。
記
１　取得財産名及び取得年月日
２　取得価格及び時価
３　処分の方法
４　処分の理由
５　処分により得る収入の見込み額
（注）試作品売却に係る財産処分の場合には、「４　処分の理由」に量産化につながることの説明を記載すること。
様式第３号
番　　　　　号
年　　月　　日
公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター
理事長　　　　　　　　殿
助成事業者　　住　所
氏　名
　　年度青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業に係る
産業財産権届出書
　　年　　月　　日付け第　　　号で助成金の交付決定を受けた青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業に関し、下記のとおり産業財産権の出願（取得）をしたので、下記のとおり報告します。
記
１　研究開発題目
２　産業財産権の種類及び出願番号または取得番号
３　内容（出願、取得）
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